
 

  

 

平成３０年度一般会計決算のポイント 

 

＜総 括＞ 

◎ 歳入・歳出は約１兆８千億円台と高い水準（歳入は過去５番目、 

 歳出は過去４番目に大きい規模）で推移 

   歳入総額 １兆８,１６８億円（△２０９億円 △１.１％） 

   歳出総額 １兆８,０８０億円（△２１５億円 △１.２％） 

 ○ 歳入は、県税（△１５９億円）などが減少 

       ［H２９］１兆８,３７７億円 ［H２８］１兆８,０８３億円 ［H２７］１兆８,１１３億円  

 ○ 歳出は、諸支出金（△１４３億円）などが減少 

       ［H２９］１兆８,２９５億円 ［H２８］１兆７,９９８億円 ［H２７］１兆８,０１８億円  
  

＜歳入の特徴＞ 

◎ 県税収入は７,６８６億円で７年振りに減少      （△１５９億円） 

 ○ さいたま市への税源移譲による個人県民税の減収などにより減少 

    県税 ７,６８６億円（△１５９億円、△２.０％） 

            ［H２９］７,８４５億円 ［H２８］７,７００億円 ［H２７］７,５３４億円  

 ○ 納税率は９８.２％（＋０.４ポイント）で、８年連続の上昇  

 ○ 収入未済額は１２１億円（△２７億円）で、８年連続で圧縮 
 

◎ 自主財源の比率は４年連続で上昇 

 ○ 自主財源の比率は、地方消費税清算金の増加などにより４年連続で上昇し、 

   ６１.８％（＋１.１ポイント）        ［H２９］６０.７％ ［H２８］６０.６％ ［H２７］６０.３％  
 

◎ 県債発行額は２年振りに減少             （△２３８億円） 

  県債残高は減少し、県で発行をコントロールできる県債の残高も１６年連続 

 で減少 

【県債発行額】 

 ○ 臨時財政対策債（△７２億円）の減少などにより、県債発行額は減少 

    県債 ２,２８５億円（△２３８億円、△９.４％） 

                   ［H２９］２,５２３億円 ［H２８］２,２９８億円 ［H２７］２,３５６億円  

【３０年度末県債残高】 

 ○ 県債残高は減少し、県で発行をコントロールできる県債（臨時財政対策債・減収補

塡債を除いたもの）の残高も、前年度末に比べ減少（１６年連続減） 
 
    残高全体                  ３兆８,２１６億円（△２３億円） 
 

    うち県で発行をコントロールできる分 １兆９,５９２億円（△５４７億円） 

            ［H２９］２兆１３９億円 … ［H１４］２兆５,８６５億円（ピーク時） 

※（  ）は対前年度比 

※（  ）は対前年度比 



 

  

 

 

 

 

＜歳出の特徴＞ 

◎ 民生費は、国民健康保険財政安定化基金への積立金などが減少 

                            （△１４４億円） 

 ○ 国民健康保険財政の安定化に向けた基金への積立金の減少 

                         ［H２９］１１３億円（皆減） 
 

 ○ 介護サービス提供体制の整備に向けた基金への積立金の減少 

                         ［H２９］４３億円→［H３０］７億円（△３７億円） 
 

 ○ 給付対象者の増加等に伴い、後期高齢者医療対策事業及び介護保険給付事業

に対する県負担金等が増加   ［H２９］１,２７３億円→［H３０］１,３４７億円（＋７４億円） 
 

◎ 商工費は、基金への積立金などが増加          （＋６９億円） 

 ○ 農業大学校跡地の売払収入を基金に積み立てたことなどにより増加 

                       ［H３０］５８億円（皆増） 

 

◎ 土木費は、社会資本整備総合交付金（河川）事業などが増加 

                             （＋１９億円） 

 ○ 治水対策を進めたことなどにより、河川費が増加 

                       ［H２９］２６７億円→[Ｈ３０]３０５億円（＋３８億円） 
 

◎ 公債費は、借入利率の低下などにより減少        （△３０億円） 

 ○ 借入利率の低下などにより県債の償還金利子が減少 

                       ［H２９］４４８億円→［Ｈ３０］４１３億円（△３５億円） 
 

◎ 諸支出金は、県税交付金の減などにより減少      （△１４３億円） 

 ○ さいたま市への税源移譲により県民税所得割指定都市交付金が減少 

                        [Ｈ２９]３０４億円→[Ｈ３０]４５億円(△２５９億円) 
 

 ○ 県内市町村への地方消費税交付金の増加  

                       ［H２９］１,１２３億円→［H３０］１,２６２億円（＋１３９億円） 

※（  ）は対前年度比 


